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※ 以下では、特に断りのない限り、次の略称を用いる。 

「本専攻」： 本申請において、早稲田大学大学院法学研究科に新たに設置する早稲田大学

大学院法学研究科法曹養成専攻 

「法務研究科」： 既存の早稲田大学大学院法務研究科 

「法学研究科」： 既存の早稲田大学大学院法学研究科 

「法学学術院」： 早稲田大学法学学術院 

「法学部」： 早稲田大学法学部 

 

 

ア 学則変更（収容定員変更）の内容 

2025 年 4 月 1 日付で法学研究科の一専攻として本専攻を設置し、入学定員 200 人、収容

定員 600 人とする。 

なお、法務研究科（入学定員 200 人、収容定員 600 人）については、2024 年度の入学者

をもって学生募集を停止し、在籍者がいなくなった時点で廃止する。 

 

イ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

（1） 法学部との連携強化の要請 

 2004 年 4 月に設置された法務研究科は、法曹養成のための専門職大学院である法科大学

院として、法律学の専門知識を具え、それを批判的に検討し、さらに発展させる創造的な思

考力と優れた交渉・説得の能力を持つとともに、幅広い教養と高い人権感覚をもって社会に

生起する法律問題を的確に分析し、解決することのできる志の高い法曹、すなわち、社会を

リードする質の高い法律専門職の養成を目的として掲げ、実際にも、そのような法曹を多数

輩出してきた。 

 しかし、この間に、法科大学院制度と司法試験制度には大きな変化が生じている。2020

年には、法学部に「法曹コース」が設置され、学部 3 年・法科大学院 2 年の 5 年一貫型の

法曹教育（いわゆる「3＋2」制度）が始まった。さらに、従来は法科大学院修了後に司法試

験を受験する制度になっていたところ、2023 年からは、法科大学院在学中に司法試験を受

験することが可能になった。これらの変化に対応して、法務研究科では、2021 年より、「3

＋2」制度に対応した入試を実施するとともに、法科大学院在学中の司法試験受験に対応し

た新たなカリキュラムを導入した。 

 以上の制度変化は法曹養成教育の期間を短縮化するものであり、これに本格的に対応す

るためには、法務研究科入学前すなわち法学部段階での法曹養成教育を強化することが必

要である。「3＋2」制度のもとで法学部を早期卒業して法務研究科に入学する学生はもちろ

んのこと、通常の 4 年間で法学部を卒業して法務研究科に入学する学生にとっても、法務
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研究科に入学してから司法試験を受験するまでの期間は 1 年 3 か月（法学既修者として入

学した場合）または 2 年 3 か月（法学未修者として入学した場合）しかない。法学部におい

て、これまで以上に法曹養成を意識した教育を行うことによって、これらの学生が法曹にな

るための基礎的な素養を修得した上で法務研究科に入学することが求められている。 

 法学部の「法曹コース」では既に、以上の問題状況を踏まえたカリキュラム編成と講義内

容が用意され、法務研究科所属の教員と法学部所属の教員が一体となって教育を行ってい

るが、これを組織面においても強化することが課題となっている。さらに、早稲田の法科大

学院が司法試験の合格者数・合格率においてトップ・ロースクールとしての位置を維持・向

上させるためにも、法学部と法務研究科とのこれまで以上の密接な連携が不可欠である。そ

のためには、法学部と法科大学院との組織的な連携を「外部からも見える形」にすることが

必要である。 

 

（2） 法学研究科との連携強化の要請 

 他方で、法学研究科と法科大学院との連携も必要になっている。 

 （a） まず、教育・研究の側面における連携である。法科大学院制度の導入後、新たな

法学研究者は法科大学院出身者から輩出される傾向にある。とりわけ訴訟法や会社法など、

実務と近接する科目においてこの傾向が顕著である。主要な国立大学では、これらの科目の

研究者は、法科大学院修了者が従来の研究者養成の博士課程に進むことで養成されるよう

になっている。さらに、これらの科目以外でも、実務と理論の密接な関係を意識したカリキ

ュラム・教育内容が高度な法学教育において重要性を増してきている。ここでは、研究者を

目指す法学研究科の学生が法務研究科で開設された科目を受講する、法務研究科所属の教

員が法学研究科で研究者養成の一翼を担う、といった柔軟な対応が求められている。 

 （b） 次に、法学教育のグローバル化を進めるための連携である。法務研究科は、アメ

リカ・カナダなどの名門大学のロースクールや台湾の司法官学院などと学生交換協定を締

結し、日本の法科大学院としてもっとも多くの外国人学生を受け入れてきている。これに対

応するために、英語による講義も多数提供しており、それらは質・量ともに他の法科大学院

の追従を許されないものである。他方で、法学研究科は、先端法学専攻・現代アジア・リー

ジョン法 LL.M.を設置し、修士 1 年制の英語学位プログラムとして、日本でもっとも充実

した英語による高度法学教育を誇っている。しかし、各々トップレベルにあるにもかかわら

ず、両研究科のプログラムの相互交流は限定されたものにとどまってきた。グローバル化が

進展するなか、法学分野においても個々の法体系の枠を超えて、共通の問題を比較法や国際

法などの観点から議論することが必要となっており、そうした点で英語学位プログラム・日

本語学位プログラムのいずれにおいても、優秀な学生を海外から糾合できるプログラムの

さらなる充実が重要である。このような観点から、英語での教育指導を担える教員団を統合

的に組織して、一体化したプログラムを提供し、法学分野のグローバル拠点を構築すること

が求められている。 
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（3） 法曹養成専攻の設置 

 上記（1）（2）で述べた課題を効果的に解決するためには、法学部・法学研究科・法務研

究科の組織的な統合を進めることが必要かつ有益である。 

そこで、既存の法務研究科を法学研究科に統合し、法学研究科のもとに新たな専攻として

「法曹養成専攻」（本専攻）を設置する。これにより、既存の法務研究科は法学研究科の一

専攻となり、法学研究科との組織的な統合が実現される。なお、法学研究科（その一専攻で

ある法曹養成専攻）と法学部とは組織的に別であるものの、法学部と法学研究科を包含する

組織として法学学術院が存在していることから、法学学術院のレベルで教員組織の統合は

既に行われている。 

このような組織的な統合を基盤として、本専攻は、法曹養成教育における学部教育との連携

強化（（1））、大学院教育における理論研究と実務的知見との融合（（2）（a））、法学分野にお

ける英語による教育カリキュラムの拡充とグローバル拠点の構築（（2）（b））などを主要な

目的とする。 

なお、法学学術院の体制については、次の通りである。 

 

（4） 法学学術院の体制 

 本専攻が所属する法学研究科は、法学部とともに法学学術院に所属している。法学学術院

の会議体および運営機構は、「資料１：法学学術院の体制」の通りである。 

 

（5） 法曹養成専攻運営委員会 

 本専攻に法曹養成専攻運営委員会（以下「専攻運営委員会」という）を設置し、原則とし

て毎月 1 回開催する。 

専攻運営委員会が審議するのは以下の事項である。これらの事項に関する専攻運営委員

会の議決は、本専攻が所属する法学研究科運営委員会の議決とみなされ、さらに、法学学術

院の議決とみなされる（添付１：法学学術院規則第４条３項、添付２：早稲田大学大学院法

学研究科規則第４条４項参照）。 

 ・ 研究および教育に関する事項 

 ・ 専攻運営委員の選任に関する事項 

 ・ 客員教員および非常勤講師の嘱任、休職および解任に関する事項 

 ・ 学位の授与に関する事項 

 ・ 教育課程に関する事項 

 ・ 授業科目の担当に関する事項 

 ・ 学生の試験および履修単位に関する事項 

 ・ 学生の入学、休学、退学等および懲戒に関する事項 

 ・ 法曹養成専攻⻑（法科大学院⻑）候補者の選挙に関する事項 
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 ・ 専攻運営委員会の運営に関する事項 

法曹養成専攻の運営を円滑に行うために、「資料２：各種委員会」を設置する。 

 

（6） 法曹養成専攻運営委員会の構成員と自主性・独立性の確保 

 法学学術院では、教員等（専任教員、特任教授、任期付教員、常勤研究員、助教、助手お

よび研究助手）はすべて、法学学術院に所属している。常勤の教員等の人事手続も法学学術

院で行われ、採用の可否は法学学術院教授会で決定される。 

 もっとも、法学学術院教授会で採用が決定された教員が、直ちに専攻運営委員会の構成員

（以下「専攻運営委員」という）になるわけではない。 

専攻運営委員は、本専攻の授業科目を担当する法学学術院の専任教員（専任講師を除く）、

特任教授および任期付教員、並びに、法学学術院⻑および法学研究科⻑の中から、専攻運営

委員会が選任するものとしている（添付３：早稲田大学大学院法学研究科法曹養成専攻規約

第２条２項参照）。つまり、専攻運営委員会が専権的かつ独立に専攻運営委員を選任する仕

組みを採用することによって、本専攻の構成員に関する人事の面について、本専攻の運営に

おける自主性・独立性が確保されている。 

そして、上記（５）で述べたように、そのようにして選任された専攻運営委員から構成さ

れる専攻運営委員会が上記（５）に関する審議事項を議決すると、その議決が法学学術院の

議決とみなされることになる。このような仕組みを採用することによって、本専攻のカリキ

ュラムや授業科目の担当者などの面についても、本専攻の運営における自主性・独立性が確

保されている。 

なお、みなし専任教員（3 名を予定）も、専攻運営委員に選任されると、専攻運営委員と

して専攻運営委員会の審議・議決に当然に参加する。 

関連資料 「資料３：教員組織図」、「資料４：人事の提議・採用の決定」 

 

ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

（ア） 教育課程の変更内容 

（1） 本専攻の教育課程 

（a） 教育課程の編成の考え方 

 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）に定めている通り、1 年次は法律

基本科目の基本的理解を、2 年次は法律基本科目の発展的理解をそれぞれはかり、3 年次は、

法律基本科目の理解に基づいて事案への適用力を養うとともに、実務基礎を修得し、展開・

先端科目を学修する。全体としては、法律基本科目を重層的・体系的に積み上げることによ

り、個々の法分野についての理解を繰り返し確認するとともに、学修で得た知識を法曹の現

場で応用するためのアウトプット能力を深化させることを目指している。なお、以上のカリ

キュラムポリシーの中に基礎法・外国法基礎・国際関係基礎・隣接科目の記載がないが、こ
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れらの科目は、歴史などの法以外の素養や外国法の知見などから、上記の法律基本科目等の

理解を骨太なものにする科目として位置づけており、その重要性は上記の法律基本科目等

と変わらない。 

 以上は、既存の法務研究科における考え方と変わらない。 

 （b） 設置科目とその体系 

 以上の考え方に基づいて、次の科目区分ごとに所定の科目を体系的に設置している（具体

的な科目区分と科目名、配当年次・学期等については、「添付４：教育課程等の概要」を参

照）。これらの科目の設置は、法科大学院の認証評価機関である日弁連法務研究財団が設定

した「法科大学院認証評価基準」に沿ったものであり、既存の法務研究科と同様である。 

各科目の単位時間数については、法科大学院の設置科目はいずれも十分な予習・復習が要

求されることから、1 単位につき 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成している。 

 

 （i） 法律基本科目  1 年次に法律基本科目（基礎）を、2 年次に法律基本科目（応用）

をそれぞれ設置する。社会をリードする質の高い法律専門職を養成するに当たり、これらの

法律基本科目を学ぶことは必須であり、司法試験の試験科目でもあることから、必修科目と

する。 

・ 法律基本科目（基礎） 必修 30 単位： 憲法 I・II（4 単位）、⺠法 I〜V（12 単位）、

基礎会社法 I・II（4 単位）、基礎⺠事訴訟法（4 単位）、刑法 I・II（4 単位）、基礎刑事

訴訟法（2 単位） 

 ・ 法律基本科目（応用） 必修 32 単位： 憲法総合（2 単位）、行政法（2 単位）、行政

法総合（2 単位）、⺠法総合 I〜III（6 単位）、会社法総合 I〜III（6 単位）、⺠事訴訟法

総合 I〜III（6 単位）、刑法総合 I・II（4 単位）、刑事訴訟法総合 I・II（4 単位） 

（ii） 実務系基礎科目  実務系基礎科目を 3 年次に設置する（一部の科目は、未修者

に限り、1 年次に履修することも可能）。法律専門職として実務に携わる以上、実務の基礎

を学ぶことは必須であることから、必修科目および選択必修科目とする。 

 ・ 実務系基礎科目 必修 6 単位： ⺠事訴訟実務の基礎 I・II（2 単位）、刑事訴訟実務

の基礎 I・II（2 単位）、法曹倫理（2 単位） 

 ・ 実務系基礎科目 選択必修 4 単位： 臨床法学教育（⺠事）、エクスターンシップ、

模擬裁判（⺠事）など 

（iii） 展開・先端科目  展開・先端科目を 3 年次に配置する。ただし、司法試験選択

科目である展開・先端科目については、4 単位を修得することが司法試験在学中受験の資格

になっていることから、2 年次に配置して必修とする。 

 ・ 展開・先端科目（司法試験選択科目） 必修 4 単位： 倒産法 I・II など 

 ・ 展開・先端科目（司法試験選択科目以外）： 不動産法特殊講義、消費者法など 

 （iv） 基礎法・外国法基礎・国際関係基礎・隣接科目  社会をリードする質の高い法

律専門職を養成するためには、単に現在の法律を解釈・適用する能力だけでなく、歴史的な
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素養や外国法の知見などを身につけることも必要であることから、これらの科目を選択必

修科目として設置する。 

 ・ 基礎法・外国法基礎・国際関係基礎・隣接科目 選択必修 4 単位： 司法制度の基礎

理論、法史学、外国法基礎（英米法）など 

（v） その他の科目  司法試験を見据えつつ、法律基本科目で学んだ知識を具体的な

事案の中で使えるようにすることや法律基本科目で学んだことをさらに深めることなどを

目的として、法律基本科目（応用演習）、法律基本科目（その他）を設置する。 

 ・ 法律基本科目（応用演習）： ⺠法応用演習など 

 ・ 法律基本科目（その他）： ⺠法入門演習、商法総則・商行為法など 

設置科目の一覧は、「添付４：教育課程等の概要」を参照。 

 

 （vi） 臨床法学教育（リーガル・クリニック）およびエクスターンシップ  学生が将

来優れた実務法曹になるためには、学生時代から法実務に接し、教室で学んだ法的知識が実

際の現場でどのように使われるかを体験することが有益である。既存の法務研究科は、この

ような理解に基づき、臨床法学教育（リーガル・クリニック）の科目を設置し、学生が依頼

者の法律相談に対応したり、訴状や準備書面などの文書を作成するなどの機会を設けてい

る。 

 また、以上と同様の理解から、既存の法務研究科は、エクスターンシップの科目を設置し

ている。これは、学生を一定期間、外部の法律事務所や企業・官公庁等の受入機関に派遣し、

学生が法実務の現場に触れるとともに、将来目指そうとする法曹像を明確にすることにも

つながる有意義なプログラムである。 

 臨床法学教育（リーガル・クリニック）およびエクスターンシップはともに、既存の法務

研究科を特徴づける重要な科目であり、これらの科目の履修を希望して法務研究科に入学

する者も多い。 

 本専攻も、法務研究科の以上の理解と伝統を継承し、臨床法学教育（リーガル・クリニッ

ク）およびエクスターンシップの科目を設置する。その上で、これらの科目が「人が人を育

てる」教育として重要な意味を持つことを改めて確認した上で、これらの科目の充実に力を

入れていく（2024 年度から 5 年間実施される文部科学省高等教育局専門教育課「法科大学

院公的支援見直し強化・加算プログラム」に申請している）。 

 

（2） 定員変更後の法学研究科全体の教育課程との関係 

以上の（1）で述べた本専攻における教育課程の編成の考え方および設置科目は、既存の

法務研究科と同様のものを、定員変更後も本専攻の中で維持するものである。 

他方で、既存の法学研究科における教育課程の編成の考え方と設置科目については、定員

変更の前後を通じて、変更は生じない。したがって、定員変更前の教育課程と比較して、同

等以上の内容が当然に担保されている。 
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 なお、上述の通り、本専攻の設置科目は既存の法務研究科の設置科目を維持するものであ

り、他学部等に影響を与える授業科目等は存在しない。 

 

（イ） 教育方法及び履修指導方法の変更内容 

（1） 本専攻の教育方法及び履修指導方法 

 （a） 修了要件 

本専攻に 3 年以上在学し、所定の単位（93 単位）を修得して、所定の教育課程を修了す

ることである。 

ただし、法学既修者は、修了に必要な単位のうち、1 年必修科目「⺠法 I」「⺠法 II」「⺠

法 III」「⺠法 IV」「⺠法 V」「基礎⺠事訴訟法」「基礎会社法 I」「基礎会社法 II」「刑法 I」「刑

法 II」「基礎刑事訴訟法」「憲法 I」「憲法 II」の 30 単位を修得したものとみなし、法学既修

者として、1 年を超えない範囲で在学期間を短縮することができるものとする。 

 

（b） 修了までのスケジュール 

 修了までのスケジュール（科目区分ごとの修了必要単位数、配当年次・学期）は、「資料

5：修了までのスケジュール」の通りである。 

 

 なお、法学未修者については、2 年次必修科目の理解が消化不良になることを回避するた

めに、2 年次必修科目の一部を 3 年次に繰り延べる「未修者 2 年次必修科目計画履修制度」

を設けており、希望する法学未修者はこの制度の適用を受けることができる。この制度が適

用される場合の修了までのスケジュールは、「資料 6：修了までのスケジュール（未修者２

年次必修科目計画履修制度）」の通りである。 

 

 （c） 履修モデル 

 以上のスケジュールを踏まえて学生に提示する履修モデルは、「資料 7：履修モデル」の

通りである。 

 

 （d） 履修科目の年間登録上限 

 各学年・学期の履修上限単位数は、「資料 8：各学年・学期の履修上限単位数」の通りで

ある。これは、日弁連法務研究財団「法科大学院認証評価基準」に従ったものであり、法曹

に必要な素養を身につけるためには予習・復習など個々の設置科目の学修に十分な時間を

充てる必要があるという考えに基づくものである。 

 

 （e） 教育方法 

 各科目の授業内容に応じて、適切な教育方法を用いる。 

具体的には、1 年次の必修科目は法学未修者を対象にすることから、講義形式を中心とし
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つつ、適宜に双方向・多方向の形式を織り交ぜて行う。これに対して、2 年次以降の必修科

目、実務系基礎科目、展開・先端科目等では、受講生が基礎的な知識を有することを踏まえ

て、双方向・多方向の形式を中心とする。また、問題演習を中心とする科目では、口頭報告、

法律文書の作成なども適宜に取り入れる。 

 以上の教育方法を効果的に用いるためには、1 クラス当たりの受講生を適切な人数にする

のが適切である。日弁連法務研究財団「法科大学院認証評価基準」では、法律基本科目につ

いて同時に授業を行う学生数を原則として 50 人以下にするものとされており、本専攻に設

置された法律基本科目でも、これに従うものとする（既存の法務研究科に設置された法律基

本科目では、受講生が 50 人を超えるクラスはない）。また、それ以外の科目については、上

記認証評価に特に基準は定められていないが、上述の教育方法に照らし、できる限り 50 人

を超えないようにする（既存の法務研究科に設置された法律基本科目以外の科目では、ごく

一部の科目を除き、1 クラス当たりの受講生は 50 人を超えていない）。 

 

 （f） 学位の質の担保 

 法務博士（専門職）の学位の質を担保するために、以下の措置を講じる。これらは、既存

の法務研究科で講じている措置と同様である。 

 

 （i） 成績評価  

 成績評価は、各科目の内容に応じて、試験、レポート、平常点等の方法で行う。 

成績評価の内容は、後述の通りである。法科大学院では厳格な成績評価が要求されている

ことから、合格・不合格の評価は、厳格な基準に基づく絶対評価で行う。また、合格の評価

の中で、「資料 9：成績評価」に示した割合による相対評価を行う（ただし、少人数のクラ

ス等では、この割合を厳格に適用せずに、相対評価の趣旨を踏まえつつ、担当教員の判断に

より柔軟に判断することができるものとする）。 

 

（ii） 再試験   

必修科目、及び、司法試験選択科目のうち担当教員が再試験を行うことを決定した科目に

ついて、不合格（F）または試験不受験（H）（正当な理由による試験欠席として研究科⻑が

認めた場合に限る）の成績評価を受けた学生を対象として、再試験を行う。 

 不合格（F）の成績評価を受けた学生を対象とする再試験は、救済措置ではなく、当該科

目で修得するべき知識・素養が身についているかどうかを厳格にチェックするための試験

として行う。したがって、再試験による評価は、「C」（60 点）あるいは「F」（59 点以下）

のいずれかとなる。 

 

（iii） 進級要件   

カリキュラム・ポリシーに定めるところに従い、1 年次の法律基本科目の基本的理解を達
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成した学生のみが、2 年次に進級することができる。また、2 年次の法律基本科目の発展的

理解を達成した学生のみが、3 年次に進級することができる。具体的な進級要件は、次の通

りである。 

１年生から２年生へ 

① １年次必修科目（法律基本科目 13 科目・30 単位）のうち 11 科目以上かつ 26 単位以上

を修得し、かつ１年次必修科目（法律基本科目）の全体の GPA が 1.2 を超えているこ

と。ただし、当該年度の共通到達度確認試験の成績が全国の下位 15％以下の学生は、上

述の修得要件に加え、１年次必修科目（法律基本科目）全体の GPA が 2.0 以上であるこ

と。 

② ２年次に進級できなかった学生は、１年次必修科目（法律基本科目）のうち A＋または

A の成績評価を受けた科目を除き、すべての必修科目（法律基本科目）を再履修する。

ただし、１年次必修科目（法律基本科目）以外の科目の成績は、成績評価にかかわらず

確定とする。 

③ ２年次に進級できなかった学生は、２年次配当科目を履修することはできない。 

④ ２年次に進級できなかった学生は、２回目の１年次終了時に、１年次必修科目（法律基

本科目）のうち 11 科目以上を修得し、かつ１年次必修科目（法律基本科目）全体の GPA

が 1.8 を超えている場合に２年次に進級できる。ただし、当該年度の共通到達度確認試

験の成績が全国の下位 15％以下の学生は、上述の修得要件に加え、１年次必修科目全体

の GPA が 2.0 以上でなければならない。 

⑤ ２回目の１年次終了時に、２年次に進級できなかった学生は、在学年数満了退学となる。 

附則 

当該年度の共通到達度確認試験の成績が全国の下位 20％以下の学生は、進級・未進級に

かかわらず、一律、個人指導をおこなう。 

共通到達度確認試験について 

法学未修者教育の質保証の観点から各法科大学院が客観的かつ厳格に進級判定を行い、学生に対する学修・

進路指導の充実を図る基礎とし、学生自身においても全国レベルでの比較の下で自己の学修到達度を自ら把

握し、学修の進め方等を見直すことを可能とするために実施するものです。 

全国の法科大学院未修入学１年生は、この試験の受験が義務化されていますので、必ず受験しなければな

りません（試験の詳細は入学後に案内）。 
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２年生から３年生へ 

２年次に１年次必修科目（法律基本科目）を再履修する場合については、別途定める進級

要件によるものとする。 

① ２年次必修科目（法律基本科目 16 科目・32 単位）の GPA が 1.5 を超えていること。 

② ３年次に進級できなかった学生は、２年次必修科目（法律基本科目）のうち A＋または

A の成績評価を受けた科目を除き、すべての必修科目（法律基本科目）を再履修する。

ただし、２年次必修科目（法律基本科目）以外の科目の成績は、成績評価にかかわらず

確定とする。 

③ ３年次に進級できなかった学生は、３年次配当科目を履修することはできない。 

④ ３年次に進級できなかった学生は、２回目の２年次終了時に、２年次必修科目（法律基

本科目）のうち 14 科目以上を修得し、かつ２年次必修科目（法律基本科目）全体の GPA

が 1.5 を超えている場合に限り、３年次に進級できる。 

⑤ ２回目の２年次終了時に、３年次に進級できなかった学生は、在学年数満了退学となる。 

 

＜２年次に１年次必修科目（法律基本科目）を再履修する場合の２年生から３年生への進級

要件＞ 

２年次に１年次必修科目（法律基本科目）を再履修する場合については、以下の進級要件

によるものとする。なお、「繰り延べ科目」とは、１年次必修科目（法律基本科目）を２年

次に再履修することにより２年次の年間履修上限単位数（36 単位）を超過する場合に、こ

れを超過しないようにするため、２年次秋学期必修科目（法律基本科目 8 科目・16 単位）

のうち、その履修を次年度に繰り延べる科目のことをいう。 

① 履修していない繰り延べ科目を除く２年次必修科目（法律基本科目）の GPA が 1.5 を

超えていること。 

② ３年次に進級できなかった学生は、２年次必修科目（法律基本科目）のうち A＋または

A の成績評価を受けた科目を除き、すべての必修科目（法律基本科目）を再履修する。

ただし、２年次必修科目（法律基本科目）以外の科目の成績は、成績評価にかかわらず

確定とする。 

③ ３年次に進級できなかった学生は、３年次配当科目を履修することはできない。 

④ ３年次に進級できなかった学生は、２回目の２年次終了時に、２年次必修科目（法律基

本科目）のうち 14 科目以上を修得し、履修していない繰り延べ科目を除く２年次必修

科目（法律基本科目）全体の GPA が 1.5 を超えている場合に限り、３年次に進級でき

る。 

⑤ ２回目の２年次終了時に、３年次に進級できなかった学生は、在学年数満了退学となる。 
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○未修者２年次必修科目計画履修制度適用者 

２年生から３年生へ 

未修者２年次必修科目計画履修制度の適用者は以下の進級要件とする。 

① 本制度の２年次必修科目（法律基本科目 11 科目・22 単位）の GPA が 1.5 を超えている

こと。 

② ３年次に進級できなかった学生は、本制度の２年次必修科目（法律基本科目）のうち A

＋または A の成績評価を受けた科目を除き、すべての必修科目（法律基本科目）を再履

修する。ただし、２年次必修科目（法律基本科目）以外の科目の成績は、成績評価にか

かわらず確定とする。 

③ ３年次に進級できなかった学生は、３年次配当科目を履修することはできない。 

④ ３年次に進級できなかった学生は、２回目の２年次終了時に、本制度の２年次必修科目

（法律基本科目）のうち 9 科目以上を修得し、かつ２年次必修科目（法律基本科目）全

体の GPA が 1.5 を超えている場合に限り、３年次に進級できる。 

⑤ ２回目の２年次終了時に、３年次に進級できなかった学生は、在学年数満了退学となる。 

ＧＰＡの計算方法 

成績評価 素点 Grade Point 

Ａ+ 90 点以上 ４点 

Ａ 89 点 〜 80 点 ３点 

Ｂ 79 点 〜 70 点 ２点 

Ｃ 69 点 〜 60 点 １点 

Ｆ 59 点以下 ０点 

Ｇ・Ｈ − ０点 

Ｐ・Ｑ − 計算対象外 

４×｢Ａ+｣の修得単位数 ＋ ３×｢Ａ｣の修得単位数 ＋ ２×｢Ｂ｣の修得単位数 ＋ １×｢Ｃ｣の修得単位数 

対象となる科目の総履修登録単位数（不合格科目を含む） 

 

（2） 定員変更後の法学研究科全体の教育方法及び履修指導方法 

 以上の（1）で述べた本専攻の教育方法及び履修指導方法は、既存の法務研究科と同様の

ものを、定員変更後も本専攻の中で維持するものである。 

他方で、既存の法学研究科における教育方法及び履修指導方法については、定員変更の前

後を通じて、変更は生じない。したがって、定員変更前の教育方法や履修指導方法と比較し

て、同等以上の内容が当然に担保されている。 
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 なお、（1）で述べた教育方法及び履修指導方法等は本専攻においてのみ実施されるもので

あり、他学部等への影響はない。 

 

（ウ） 教員組織の変更内容 

（1） 既存の法学研究科および法務研究科の教員組織 

既存の法学研究科および法務研究科の教員組織は、次のとおりである（資料 10：既存の

法学研究科および法務研究科の教員組織） 

教員（一部の実務家教員は除く）はすべて、法学部・法学研究科・法務研究科を包含する

組織である法学学術院に所属した上で、法学部と法務研究科のいずれかを本属としている

（ただし、両者を本属とする教員が 4 名いる）。 

法学研究科の教員組織（法学研究科運営委員会）は、法学部を本属として法学研究科を兼

任する法律科目担当教員と、法務研究科を本属として法学研究科を兼任する教員によって

構成されている。これは、「法学研究科運営委員会の構成員の件に関する方針」（2021 年 7

月 28 日法学研究科運営委員会承認）に基づいている。 

 法務研究科の教員組織は、法務研究科を本属とする教員によって構成されている。 

 

（2） 変更後の法学研究科および本専攻の教員組織 

 本学則変更（収容定員変更）後の法学研究科および本専攻の教員組織は、「資料３：教員

組織図」のようになる。 

 変更後の法学研究科の教員組織（法学研究科運営委員会）は、次の者によって構成される

（添付 2：早稲田大学大学院法学研究科規則第 3 条）。これは、上記の「法学研究科運営委

員会の構成員の件に関する方針」に基づいており、既存の法学研究科の教員組織を踏襲して

いる。 

・ 法学研究科の研究指導を担当する法学学術院の専任教員（専任講師を除く） 

・ 法学研究科の研究指導を担当する法学学術院の特任教授および任期付教員のうち、研

究科運営委員会が選任する者 

・ 法学研究科の授業科目を担当する法学学術院の専任教員、特任教授および任期付教員

のうち、研究科運営委員会が選任する者 

以上の手続によって決定される法学研究科の構成員は、94 名を予定している。 

 法学研究科のうち本専攻の教員組織（法学研究科法曹養成専攻運営委員会）は、本専攻の

授業科目を担当する法学学術院の専任教員（専任講師を除く）、特任教授および任期付教員、

並びに、法学学術院⻑および法学研究科⻑の中から、専攻運営委員会が選任する者によって

構成される（添付 3：早稲田大学大学院法学研究科法曹養成専攻規約第 2 条）。 

 以上の手続によって決定される本専攻の構成員は、次に述べる通り、40 名を予定してい

る。これは、法科大学院において設置基準上必要とされる専任教員数 40 名を満たしている。

また、法科大学院に対して要求されている S/T 比率（教員 1 人あたり学生 15 人以下）も満
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たしている。以上の状況も、既存の法務研究科と変わらない。 

 

 

・教員の構成 

 本専攻に専任教員 40 名を置く。その他、本専攻の設置科目を担当するために必要な教員

は、兼担教員または兼任教員をもって充てる。 

完成年度の 3 月 31 日時点における専任教員の年齢構成は、「添付 5：教員年齢構成」の通り

である。60 代の専任教員が多いが、教育研究水準の維持向上および教育研究の活性化に支

障が生じることはない。ただし、今後の人事政策として、専任教員の退職に伴う補充に際し

ては、39 歳以下の若手教員を積極的に採用するようにする。なお、専任教員の定年は 70 歳

である。 

 

（3） 小括 

 以上のように、本学則変更（収容定員変更）後の法学研究科および本専攻の教員組織は、

既存の法学研究科および法務研究科の教員組織と実質的に変わらない。したがって、定員変

更前と比較して、同等以上の教員組織が担保されている。 

 

（エ） 大学全体の施設・設備の変更内容 

 本学則変更（収容定員変更）後も、法学研究科および本専攻は、既存の法学研究科および

法務研究科の施設・設備を使用する。これによると、変更前の施設・設備と比較して、同等

以上の内容が当然に担保されている。  

既存の法務研究科の施設・設備について、具体的には以下の通りである。 

教室、自習室、図書館、法令・判例・学術文献等のデータベースは、既存の法務研究科と

同様のものを使用し、新たに整備するものはない。すなわち、教室は、早稲田大学早稲田キ

ャンパス 27 号館の教室を主に使用する。自習室は、27 号館内の自習室の他、早稲田キャン

パス内の大学院生が使用可能な自習室が存在する。教員の研究室については、27 号館に隣

接した 8 号館の 7〜12 階に設置されており、学生が容易に訪れることができる。研究室の

ある各階（7〜12 階）には学生指導室（合計 6 室）が設置されており、オフィスアワーで活

用されるほか、教員が複数の学生とコミュニケーションをとる際に利用することができる。 

図書館は、早稲田キャンパス内の高田記念図書館、中央図書館、法学部学生読書室が存在

しており、いずれも、本専攻の設置科目の予習・復習や試験勉強、レポート作成等に必要な

書籍や雑誌を所蔵している。また、国内外の他大学・他機関の図書館を訪問利用したり、現

物または複写物の取り寄せを依頼することができる。1986 年から図書館相互協力協定を結

んでいる「慶應義塾大学」などと図書館協定を結んだ大学では、教職員証・学生証で入館で

きる。 

法令・判例・学術文献等のデータベースは、法科大学院教育研究支援システムが提供する
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データベースの他、図書館で導入しているデータベースが使用可能である。 

 学生による能動的な授業参加と密度の高い授業を実現するためには、学生の予習・復習や

自学自習が不可欠である。そのためのシステムとして、既存の法務研究科と同様に、法科大

学院教育研究支援システムを使用する。 

 以上の施設・設備等に関しては、法科大学院の認証評価機関である日弁連法務研究財団に

よる認証評価（2021 年度）にて、「施設・設備（１）〈施設・設備の確保・整備〉」および「施

設・設備（２）〈図書・情報源の整備〉」のいずれの項目においても A 評価（多段階評価の最

高ランクの評価）を受けている。本専攻は、既存の法務研究科のこれらの施設・設備等をそ

のまま承継することになるので、施設・設備等は十分に整備されている。 
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